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☆　小学校就学前の子を養育する労働者が申し出た場合、事業主は、労働者１人につき、１年度に５日 ま 
で、病気・けがをした子の看護のために、休暇を取得させる必要があり、業務の繁忙等を理由に拒む こ 
とはできません。 
　労使協定を締結することにより、入社６か月未満の従業員と週の所定労働日数が２日以下の従業員 を 
休業の対象から除くことができます（労使協定の例は８頁を参照のこと） 。 

☆　子の看護休暇の日数は、子の人数にかかわらず労働者１人当たり年間５日間です。 
　半日単位や時間単位で取得できることとしても差し支えありません。 

☆　なお、対象となる子の年齢を引き上げる等、法を上回る制度を導入した場合においても、少なくと も 
法で定められた休暇については確保されなければなりません。 

☆　小学校就学前の子どもを持つ労働者や要介護状態の家族を介護する労働者が請求したときは、事業 主 
は原則として 、 時間外労働協定等で定めた時間外労働の上限時間にかかわらず 、 １か月につい て ２ ４ 時間、 
１年につい て １ ５ ０ 時間を超える法定時間外労働をさせることはできません。 

☆　「時間外労働の制限を請求することができない」労働者の範囲をこれより広げることはできません 。 
期間雇用者も対象となります。 

☆　時間外労働を行うことがない事業所では、この項は省略して差し支えありません。 

☆　小学校就学前の子どもを持つ労働者や要介護状態の家族を介護する労働者が請求したときは、事業 主 
は原則として、午 後 １ ０ 時から午前５時までの間に労働させることはできません。 

☆　「深夜業の制限を請求することができない」労働者の範囲をこれより広げることはできません。期 間 
雇用者も対象となります。 

☆　深夜業を行うことがない事業所では、この項は省略して差し支えありません。 
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